２．臨時・非常勤等職員の処遇改善に関わる取り組み
－組合員一人５名の署名獲得行動の提起－

１　若干の経過と課題

（１）公務労協・公務員連絡会は国家公務員の臨時・非常勤職員に関わって、雇用の安定と処遇改善に向けて取り組みを進めてきています。この間、国家公務員の臨時・非常勤職員に対しては、日々雇用職員制度の廃止と期間雇用職員制度の創設をはじめ、育児休業・介護休業制度の適用など着実に処遇改善がはかられてきています。また、本格的な短時間勤務職員の検討も求めているところです。

（２）一方、地方自治体で働く臨時・非常勤等職員が全国で約60万人にも及ぶといわれていますが、急激な職員数の削減や自治体財政の逼迫により、安易な定数削減が行われ、その代わりに臨時・非常勤職員がその業務を担わざるを得ないという実態が明らかになっています。とりわけ、このような臨時・非常勤職員の実態はその９割が年収200万円未満という「官製ワーキングプア」と呼ばれる現実をしっかりと直視していかなくてはなりません。格差社会の是正が強く求められるなか、その改善は重要な課題です。

（３）公務員連絡会・自治労は2011春闘方針において、これら臨時・非常勤職員の処遇改善を重点課題と位置づけています。良質で安定した行政サービスや教育の維持・向上をはかるためには、自治体で働くすべての職員が、自信と誇りを持ち、かつ安定した勤務条件の下で業務に従事することが必要です。そのためにも、①非常勤職員へ諸手当を支給可能とするよう地方自治法203条の２の改正を求め、②パート労働法の趣旨を臨時・非常勤職員へ適用する制度改正を急ぐ必要があります。

（４）また、自治体においては、任期付短時間勤務職員制度がすでに導入されてきていますが、対象業務の制限や任期に期限があるため、結果的には雇用の安定とはなっていない現実があります。このため、任期の定めがなく、本格的な短時間勤務職員制度の導入により、恒常的な業務に就いている臨時・非常勤職員の雇用安定につなげていく必要がありますが、この際の給与やその他の勤務条件は、フルタイムの正規職員との均等待遇を求めていく必要があります。

（５）北海道においては、全国調査と同様な傾向を示しており、2009年に実施した自治労組織基本調査によると、自治体に任用されている臨時・非常勤・嘱託・パート職員数は28,358人に及んでおり、その内の約21,000名が女性、さらに、組合員は2,933名で１割程度の組織率であることが明らかにされています。こうした現実を受け止めて、臨時・非常勤職員等の均等待遇実現にむけた取り組みを早急に具体化し、2011春闘期を中心に全ての単組において、取り組む事が必要です。

（６）自治労・公務員連絡会は、すべての臨時・非常勤職員の処遇改善・均等待遇を求めて、公務員連絡会地公部会の取り組みとして、200万人署名を提起しました。北海道本部は、この取り組みに対し、2011春闘期の総務大臣回答に向けて、全力をあげて取り組むことを2011春闘方針において位置づけており、自治労の目標130万筆、北海道本部の目標を組合員１人５名として提起することとします。

２　取り組みの目的

　以上のような全体的な情勢を踏まえて、臨時・非常勤職員の雇用安定・処遇改善を進めるため、臨時国会での附帯決議および政府答弁を現実のもとしていく運動を進めていくこととします。そして、当面してその条件作りとなる地方自治法改正、および、地方公務員にパート労働法の趣旨を適用するための法整備の検討を開始させることをめざしていくこととします。

　また、自治労としては本格的な短時間勤務職員制度の導入は重点課題としていますが、今回の署名行動においては、公務員連絡会地公部会の議論を踏まえ、上記の２項目について、重点指標として整理しています。

３　具体的な取り組み内容

（１）中央段階の取り組み

　2011春闘期の公務員連絡会・地公部会の総務大臣要請、交渉の重要課題のひとつとして位置づけ、３月末の総務大臣回答において、「地方自治法改正、地方公務員にパート労働法の趣旨を適用するための法整備にむけた検討を行う」という回答をめざし、交渉と政治対策を強化することとします。

（２）道本部段階の取り組み

　北海道段階の取り組みとして、上記目的の実現に向けて、2011春闘期の取り組みと連動し、北海道に対する要請行動等の実施を行うこととします。また、自治労本部が春闘方針討議案において示した「臨時・非常勤職員の抜本的な処遇改善の取り組み」について、春闘討論集会などで組織討議に伏し、全地方本部・全単組において、取り組みが可能となるよう指導を強めます。また、諸課題などについては、機関会議を通じて自治労本部へ意見反映します。

（３）各地方本部・単組段階の取り組み

①　各地方本部の取り組み

　各地方本部においては、地本別春闘討論集会などで、全単組に対して取り組みの意義を訴え、署名の実施や各単組における重点要求への設定など具体的な指導を行います。また、総合振興局（振興局）や町村会への要請行動を行うこととします。要請書の内容は別途、提起します。

②　各単組段階の取り組み

ア）総務大臣あての署名行動　　署名用紙（別紙のとおり）

イ）実施期間　2011年１月～３月１日（火）を最重点実施期間と位置づけます。

　　　　　　　第１次集約　３月１日（火）

　　　　　　　最終集約　５月27日（金）

ウ）署名の目標

　公務員連絡会地公部会　200万筆（自治労130万筆）

　北海道本部は組合員１人５筆を目標に取り組みをおこない、最低到達目標について、単組ごとに設定し、別途、各地方本部に示します。

エ）署名の対象

　単組の全組合員とその家族、さらに、自治労組織のある自治体の全臨時・非常勤等職員に対して協力を呼びかけます。

オ）配布署名用紙数

　単組組合員数を目安に署名用紙を配布します。

（４）その他

　自治労本部が発行するパンフレット等を活用し、春闘学習会などとあわせて、各地方本部・単組での取り組みの意思統一をはかる学習会の実施を行います。

　総務大臣

　片　山　善　博　様

	臨時・非常勤職員の処遇改善、雇用安定に向けた法改正を求める署名


【要請趣旨】

　公務労協・公務員連絡会は、国家公務員の非常勤職員に関わって、雇用安定・処遇改善に向けて取組みを進めてきており、育児休業・介護休暇制度の適用の実現など成果をあげてきました。2011年度の取組みの重要課題のひとつとして本格的な短時間勤務制度の検討に着手するよう人事院・政府に対して要求し、交渉を進めています。

　また、国家公務員の非常勤職員に関わって、雇用安定・処遇改善に向けて取組みを進めてきました。その結果、育児休業・介護休暇制度の適用などの処遇改善が進んでいます。

　一方、地方自治体における約６０万人とも言われる臨時・非常勤職員は、地方行政、教育の重要な担い手となっています。しかし、その処遇と雇用は低位かつ不安定であり、格差社会の是正が求められるなか、その改善は重要な課題となっています。

　良質で安定した行政サービスや教育の維持・向上をはかるためには、自治体で働くすべての職員が、自信と誇りを持ち、かつ安心して業務に従事することが必要です。

　公務員連絡会地方公務員部会は、こうした観点から、地方自治体で働く臨時・非常勤職員の処遇改善に向けて、早急に以下の法改正を行うことを求めます。

【要請事項】

１．非常勤職員の諸手当支給制限に関する制度の見直し（地方自治法第203条の２、第204条の改正）を行い、非常勤職員にも諸手当を支給できるようにすること。 

２．パート労働法の趣旨が地方公務員の臨時・非常勤職員にも適用されるよう法整備等を進めること。
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公務員連絡会地方公務員部会　（構成組織名：　　　　　　　　　　　）

　地方自治体では、60万人と言われる臨時・非常勤職員が働いており、管理職を除く「正規職員」と臨時・非常勤職員の比率は２対１となっています。質の高い公共サービスを保障するには、まずは十分な定員を確保することが求められます。

　臨時・非常勤職員の多くは「正規職員」と変わらない業務に就いています。例えば、学校では、学級担任をしている臨時職員も多数おり、「正規職員」とまったく同じ責任のある仕事をしているにもかかわらず、雇用は不安定なままです。また、非常勤職員の多くが年収200万円に達せず、「官製ワーキングプア」と言われています。臨時・非常勤職員には様々な手当を支払えないという誤解もあり、通勤費すら支給されない例が半数を超えています。また、産休がないなど継続雇用に対応した休暇制度も整備されていません。

　公務労協・公務員連絡会は、公務部門における雇用の創出、多様な働き方を実現するという観点から短時間勤務制度の早期実現を求めて取組んできました。恒常的な業務に就く臨時・非常勤職員を短時間勤務制度に移行させることにより、雇用の安定を確保するとともに、給与やその他の勤務条件を常勤職員との均等待遇をはかり、処遇の改善につなげていく道が開けます。

　

	非常勤職員にも手当を支給できるよう制度の見直しをしよう


　現在の法律（地方自治法203条の２、204条）では、非常勤職員には手当が支給できないという解釈があります。一方、国で働く非常勤職員、自治体の現業・公営企業の非常勤職員への手当の支給は適法とされています。非現業の非常勤職員にも手当を支給できるように、地方自治法の改正を求めていきます。

　

	パート労働法の趣旨が臨時・非常勤職員にも適用されるよう法整備等を進めよう


　

　「正規職員」との均等・均衡の処遇の実現を使用者の努力義務であることを定めたパート労働法は、地方公務員を適用除外としています。

　また、地方公務員に関わる法律には、臨時・非常勤職員と「正規職員」との均等・均衡処遇を担保するしくみはありません。そこで、地方公務員の臨時・非常勤職員を対象としたパート労働法をつくるか、またはパート労働法を地方公務員にも適用する法改正を行い、均等・均衡待遇の実現をめざします。

３．2011男女平等産別統一闘争の推進
【基本的な考え方】

　通年闘争と位置づけた男女平等産別統一闘争は８年目を迎えます。2010春闘時に要求書を提出した単組は128単組（全単組の57.4％）で昨年に続き２年連続の減少の傾向にあります。また、交渉を行った単組も限られており、地本・単組での取り組みの受け止めが十分とは言えず、まだまだ具体的実践に至っていませんし、男女平等産別統一闘争が重点課題とはなり得ていません。
　男女平等の取り組みは、職場・地域・社会において、性別にとらわれず個々の能力が発揮でき、女性にとっても男性にとっても生きやすい社会を作るために欠かすことができない取り組みです。引き続き、2011年度も要求書を提出し交渉を行っていくことを基本に、取り組みを強化していく必要があります。

　改正男女雇用機会均等法（2007年４月）や改正パートタイム労働法（2008年４月）の施行、さらに2005年度からはすべての自治体で「特定事業主行動計画」が実施されるなど、男女平等参画社会を実現する上での法制度上の環境整備がはかられています。公務の関係では、人事院が2009年に育児・介護休業法が改正されたことを受けて、①配偶者の就労状況にかかわりなく育児休業等を取得可、②子の出生後８週間以内に最初の育児休業（「産後パパ育休」）をする場合は再び育児休業を取得可、③３歳未満の子を養育するための超過勤務の免除制度を新設、④子の看護休暇の取得可能日数の拡大および予防接種等を取得要件に追加、⑤介護のための短期休暇の新設－などについて意見の申し出を行いすでに実施されているところですし、2010年には非常勤職員にも育児・介護休業等が適用できるよう意見の申し出を行い、2011年４月１日から実施されることとなっています。
　これらの制度を十分活用するためにも、組織全体で男女平等産別統一闘争を重要な課題として捉え、日頃の取り組みや職場実態を検証するとともに、その結果を踏まえて当局（雇用主）と交渉・協議を行うなど、男女平等参画社会の実現に向けた運動サイクルを確立することが必要であり、今後も粘り強く取り組みを進めていかなければなりません。

　昨年度は、中央本部の山場である６月３日が道本部第112回中央委員会の開催日であったことから、男女がともに担う自治労北海道推進委員会の議論に基づき、啓発ビラを作成して中央委員会参加者に配布し、また教宣紙「自治労北海道」特集号を発行して運動の啓発に努めてきました。さらには、当面する取り組みとして「全国行動指標８項目の点検の取り組み」を提起してきましたが、参議院選挙闘争と時期的に重なったこともあり、ほとんどの単組が「取り組みなし」で終わってしまっています。しかし、行動指標８項目自体の浸透度が薄かったことも否めませんし、取り組みの仕方にも反省点が残りました。

　今年度も引き続き、春闘期を男女平等産別統一闘争のスタートと位置付けると同時に、全国統一行動に向けた地本・単組の議論の期間として位置づけ、道本部としても男女がともに担う自治労北海道推進委員会などでの議論を進めていく中から、全国統一行動日における取り組みを再構築するとともに、全単組による総行動を追求していくこととします。
【闘争の意義と指標】

　1999年に施行された男女共同参画社会基本法は、その前文で男女共同参画社会の実現を「21世紀の我が国社会を決定する重要課題と位置づけ、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進をはかっていくことが重要である」と明記しています。また、基本法では①男女が性別による差別的取り扱いを受けないことなど男女の人権の尊重、②社会制度慣行が、男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響を中立的なものとすること、③国・地方公共団体または民間団体の政策・施策方針の立案および決定への男女共同参画、④家庭生活における活動とその他の活動の両立、⑤国際的協調を基本理念とし、その具体的施策を示すとともに、国、自治体、国民に対して男女共同参画社会の形成に向けた責務が記載されています。

　しかし、北海道内の自治体職場においては、財政危機や市町村合併などを理由に、共働きに対する攻撃や退職強要などの実態も明らかになっています。また、自治体が問われている「住民参加」「住民との協働」を推進するためには、男女平等の意識を浸透させていくことが不可欠となります。自治労にとって職場環境の改善という労働運動の課題と地域の男女平等社会の実現をめざす自治体改革運動の前進をはかるためにも「男女平等産別統一闘争」の取り組みは重要な位置を占めています。

○闘争指標
（１）雇用主要求による男女平等の実現

これまでの格差是正要求の獲得状況を踏まえ、職場・地域の男女平等の実現を要求します。

（２）自治体への政策要求による男女平等の法制度・社会環境の整備

男女平等の視点をもって自治体改革運動を推進し、地域社会における男女平等をめざします。

【闘争の全体イメージ】

○　春闘時に「2011年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書」と同時に「2011年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求書」を提出し、「男女平等基本条例」「男女平等行動計画」や「職場における男女平等」総体の議論を行います。

　　また、職場の実態を把握していく中から、６月の全国統一行動に向けた議論を進めます。

○　６月の中央本部の全国統一行動日に「１単組・１企画」の取り組みを追求します。
○　11月の賃金確定闘争において、男女の賃金差別などを中心にした賃金課題と全体の課題について交渉を行います。

○　12月～１月の当初予算闘争・人員確保闘争についても「募集・採用・配置・昇進などにおける男女平等の実現」などの課題を中心に交渉する（人員確保・採用に関わる交渉の時期が違う単組は、その時期に合わせて行う）など、「男女平等産別統一闘争」の課題を具体的に解決する場として交渉を行います。

【2011年度の具体的な運動展開について】

○道本部の取り組み

①　春闘期に、道・市長会・町村会に対する申し入れを実施します。

②　６月の全国統一行動に向けて、教宣紙「自治労北海道」特集号による啓発活動を行います。

③　地本と連携した学習・啓発の取り組みをめざします。

④　「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」を着実に実践するための議論を深めます。
○地方本部の取り組み

①　「男女がともに担う地方本部推進委員会」が未設置の地方本部については、今年度内の設置を追求します。また、すでに設置済みの地方本部にあっては、形骸化することなくいっそうの取り組みの推進をめざします。

②　地本執行部は地本女性部・青年部などとの連携を強め、組織総体での取り組みを追求します。

③　春闘期に管内市長会・町村会に対する申し入れを実施します。

④　地本として統一獲得目標・妥結基準などを設定し具体的な要求実現をめざします。

⑤　闘争体制の強化に向けて、学習会の開催、単組・総支部代表者会議の開催をめざします。
⑥　全国統一行動に合わせ、単組との連携も含めて地方本部で「１地方本部・１企画」を実施し、推進をはかります。
○単組・総支部の取り組み

①　単組・総支部は女性部・青年部などとの連携を強め、組織総体での取り組みを追求します。
②　春闘期の取り組みとして、以下の取り組みを行います。

・統一要求書の一斉提出

　２月14日～21日のゾーンに、全単組が「2011年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求書」を各自治体首長に対して提出します。

＜重点要求指標＞

ア）地域の状況を反映した男女平等基本条例または男女平等参加計画を制定すること。

イ）地公法13条・改正均等法を遵守し、男女平等の職場とすること。

ウ）募集・採用・配置・昇進・賃金等について、男女別・雇用形態別・職種別・職階別の実態を調査し、差別の是正措置をはかること。

エ）「特定（一般）事業主行動計画」の進捗状況の点検と労使協議の場を確保すること。

・回答指定日

　要求の回答指定日は、２月28日（月）とし、要求の前進をめざします。

・要求・交渉を進めるにあたり、単組内での議論を深めると同時に、全国統一行動に向けた「１単組・１企画」の議論を、以下を参考にして行います。

ａ．組合員啓発の教宣紙の発行

ｂ．教宣紙「自治労北海道」特集号などを活用した学習会の開催

ｃ．学習活動を通して身近な男女格差に関わる事例の掘り起こし（「男女平等産別統一闘争のてびき」、「レッツ・チャレンジ（改訂版）」などを活用）

ｄ．自治体職場における、均等法および地公法13条（平等取扱の原則）違反事例のチェック

ｅ．「都道府県・市町村行動計画」・「特定（一般）事業主行動計画」の点検、またはその具体的な実施状況を検証（一般事業主については、2011年４月から101人以上の事業所にも「行動計画」策定が義務化されることから、策定状況の把握と、すでに策定されている場合は実施状況を把握します）
ｆ．地域街宣・ビラ配布など

③　全国統一行動日に合わせ、地方本部との連携も含めて「１単組・１企画」を実施し、推進をはかります。

	2011年度男女平等社会および

職場における男女平等の実現に関する統一要求書（案）
１．男女平等社会実現にむけて
（１）地域の状況を反映した男女平等基本条例または男女平等参画計画を制定すること。策定にあたっては、下記事項を盛り込むこと。
ア　自治体の男女平等行動計画の策定および北京宣言、男女共同参画2000年プラン、男女共同参画社会基本法を踏まえた行動計画の見直しを行うこと。
イ　自治体に設置する公的審議会、各種行政委員会等への女性の登用を進め、当面の最低目標値を40％とし、50％をめざすこと。また、登用段階で女性の少ない職名指定等、結果と

	して女性を排除することのないよう公正な運用を行うこと。
（２）「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金及び労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。

２．職場における男女平等の実現について

（１）『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法13条・改正均等法を遵守し、採用から退職に至るまでの実質的な男女平等の職場とすること。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職はなくすこと。

（２）「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」を策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善に向けた計画の策定を行うこと。

　（３）募集・採用の差別をせず、男女に平等・公正な就職機会を保障すること。
　（４）教育訓練における差別をなくし、研修・教育プランに男女平等のテーマを盛り込むこと。
（５）福利厚生における男女差別をなくすこと。
（６）配偶者の昇進や昇格に伴う退職勧奨など、定年・退職・解雇における差別をなくすこと。
　（７）実質的な間接差別につながる基準・慣行等を見直すこと。

（８）労働安全衛生委員会における男女平等参画をすすめ、女性や臨時・非常勤等職員の立場から安全で快適な職場づくりに取り組むこと。

３．格差是正について

（１）昇格、昇給、賃金制度の運用に関する格差をなくすこと。
（２）配置・昇進の男女異なる扱いを是正すること。
（３）扶養手当の被扶養者の認定および住居手当の支給にあたっては「世帯主」「主たる生計の維持者」を基準とせず申請した者に認めること。申請手続きについても男女同一の取り扱いとすること。
４．仕事と家庭責任の両立支援制度の充実、労働時間・休日・休暇等の処遇について

（１）仕事と家庭の両立支援策を進めること。
（２）労働者の生涯設計に対応する休暇制度等の新設・充実をはかること。

①　介護休暇４原則（有給・選択制・原職復帰・代替の確保）で制度化、最低６ヵ月に拡大すること。

②　育児休業の５原則（有給・選択制・原職復帰・代替の確保・男女共対象は制度化）で制度化すること。最低、対象となる子の年齢を３歳未満に引き上げること。
（３）育児・介護休業法の一部改正を踏まえ、民間・国と同様の所要の措置を講ずること。

　　　①　配偶者が育児休業をしている職員、あるいは配偶者が専業主婦（夫）の職員の場合にも育児休業を取得できるようにすること。

　　　②　産後休暇の期間内に男性職員が最初の育児休業をした場合に、再度の育児休業を取得できるようにすること。

　　　③　３歳未満の子がある職員が当該子を養育するために請求した場合、超過勤務をさせてはならないこととすること。

　　　④　小学校就学前の子を看護する場合の休暇を新設すること。すでに制度化されている場合は期間を拡充し、最低限、当該子が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年10日とすること。

　　　⑤　家族を介護するための短期の休暇を新設し、当該家族が１人の場合は年５日、２人以

	上の場合は10日とすること。
（４）臨時・非常勤等職員についても、民間･国と同様に育児･介護休業の適用拡大を図ること。

（５）育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。

（６）育児短時間勤務制度について、後補充の仕組みを明確にすること。

（７）介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。

（８）介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。
（９）男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。
（10）保育（育児）時間は最低120分とするとともに、男女とも取得できる制度とし、拡充すること。

（11）男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果すための支援策として、育児参加特別休暇・配偶者出産休暇制度の新設・拡充をすること。
（12）育児休業及び介護休暇に係わる期間の給与上の取り扱いは、全期間勤務したものとみなし昇給、一時金、退職手当に関する不利益を解消すること。
５．女性労働者が働きつづけるための条件確保について

（１）労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。

①　産前産後休暇を、産前８週間（多胎14週間）、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。

②　母子保護法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。

③　妊娠障害休暇（つわり休暇）を最低14日とし制度化すること。また、運用の自由を認めること。
④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。

⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものにすること。

⑥　労働基準法66条に基づく、妊産婦の請求による時間外労働時間・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって、代替要員の確保等の条件整備をはかること。

６．次世代育成支援対策推進法について
①　次世代育成支援対策推進法に基づき制定された「都道府県・市町村行動計画」および「特定事業主行動計画」の着実な実施をはかること。

②　「特定（一般）事業主行動計画」に含まれる賃金労働条件に関する事項についての労使協議を行い、改善を図ること。

７．セクシュアル・ハラスメント等の対策について

①　セクシュアル・ハラスメントを含むすべてのハラスメント防止について、労使一体となった取り組みを実施すること。

②　セクシュアル・ハラスメントをなくすための基本方針を明確にし、法律により義務付けられている、啓発活動や相談・苦情処理のための体制整備をはかること。

③　男女同数・労使同数で構成する苦情処理委員会を設置すること。


４．2011春闘期の組織強化･拡大、地域公共サービス産別建設の重点課題

	　「組織強化・拡大、地域公共サービス産別建設」の取り組みを春闘期における様々な取り組みと結合させるとともに、統一重点課題を設定して道本部、地方本部、単組・総支部「総がかり」ですすめます。


１　組織強化・拡大の基本方針

　総務省は2010年11月９日、地方自治体に行政改革を促した2005年度から５年間の「集中改革プラン」の結果をまとめました。地方公務員数は、業務の民間委託や退職者の不補充などにより５年前に比べ22万８千人減少し、５年間の減少率は7.5％と、目標とした6.4％を上回りました。地方公務員の人員削減にともなう自治労組合員の減少というなかで、自治体規模・地域・雇用形態における賃金・労働条件の格差拡大に十分対抗することが弱まり、その社会的影響力の低下によって労働者の雇用・労働条件の劣悪化に歯止めがかからない状態に陥っています。

　道本部は、自治体における未組織・未加盟の解消、退職不補充や公共サービス分野の拡大により増加した臨時・非常勤職員、公共民間労働者など労働組合を必要としている労働者の大胆な組織化を実現することを通して、文字通り「地域公共サービス産別」への着実な前進をはかるとともに、格差を是正するための労働組合としての存在意義や、2013年の労働協約締結権の回復を前にした職場における過半数代表の課題をしっかり意識して、自治労の組織拡大を強力に進め、公正な労働基準の確立をはかることを獲得課題として、道本部・地方本部・単組総支部が一体となって組織強化・拡大の取り組みをすすめます。

　組織強化・拡大の基本的課題を、①自治体の臨時・非常勤等職員の組織化、②自治体単組における組織率の向上と基礎的力量の引き上げ、③地方本部体制の確立、④公共民間労働者の組織化、⑤消防職員の組織化、⑥連合・地域共闘への結集とし、2011年３月～５月を「自治労北海道組織強化拡大行動月間」に設定します。

　この行動月間にむけて、各地方本部は「組織強化拡大行動委員会」を開催して、組織化目標と行動計画を春闘段階で具体的に策定し、「道本部統一重点課題」の徹底など道本部－地方本部－単組・総支部「総がかり」で取り組みをすすめます。

２　道本部統一重点課題

(1) 総学習・総対話運動の展開

(2) 自治体の臨時職員・非常勤等職員の組織化、自治労結集の推進
(3) 公社・事業団・委託先事業所など自治体関連労働者の組織化、自治労結集の推進
(4) 組合未加入者（職場）の解消、加入運動の徹底（４月新規採用者対策を含む）

(5) 市町村合併に連動した組織化の徹底（自治体・事務組合・社協）

(6) 消防職員の組織化の徹底

(7) 連合・地区連合を中心とする交流・連帯活動の強化

(8) じちろう労働相談ダイヤル(フリーダイヤル・0120-768-068)の活用

３　具体的な取り組み

（１）総学習・総対話運動の展開

　「2011春闘方針」をテーマとした学習会・対話集会を全単組・総支部で実施します。

（２）臨時職員・非常勤等職員の組織化、自治労結集の推進

①　すべての単組に共通する課題を臨時・非常勤等職員の組織化とします。自治体行政サービス部門への指定管理者制度の導入や民間委託・民間委譲等が大胆に推しすすめられている中、春闘・政治闘争と連動して雇用確保（雇い止め阻止）と労働条件の改善をはかり、まず各単組・総支部段階で臨時・非常勤等職員のネットワークづくりに取り組み、組合加入を働きかけます。相談活動の実施や学習会への参加呼びかけなど、臨時・非常勤等職員連絡会議や職能三評議会と連携したオルグ活動を積極的に展開するとともに、昨年に引き続き重点単組を指定して臨時・非常勤等職員の組織化の取り組みをすすめます。

②　３ 月５日開催の「自治労臨時・非常勤等職員全国協議会総会・交流集会」には、臨時・非常勤等職員連絡会議幹事はもとより、各単組・総支部からの未組織・未加盟の仲間への声掛けを通して多くの臨時・非常勤等職員に参加を求め、交流と議論を交わすことから、自治体職場を取り巻く状況認識をひとつにして組織拡大につなげます。
③　臨時・非常勤等職員を既に組織化している単組においては、基本組織と連携して次の実践課題について取り組みます。
ア）任用根拠の明確化と業務内容や賃金、労働条件の実態について本部の「臨時・非常勤等職員に関するアンケート（モデル案）」や道本部女性部が実施している「職場改善実態調査」を参考として調査、研究を行います。　
イ）上記の調査、研究をもとに、春闘期において均等待遇にかかる要求書を作成、提出し、具体的な当局の回答を引き出します。

ウ）春闘期で引き出した回答をもとに、秋闘期に向けたたたかいを構築します。

エ）この間、単組で取り組んできた運動やたたかいの到達点を総括し、春闘期の運動やたたかいに引継ぎます。

オ）近隣の臨時・非常勤等職員未組織単組の組織化に対する、支援要請の際には、積極的に対応することとします。

④　臨時・非常勤等職員の未組織単組では、基本組織において次の取り組みを行うこととします。
ア）すべての正規職員と臨時・非常勤等職員の共通理解と議論を目的として、本部の「臨時・非常勤等職員に関するアンケート（モデル案）」や道本部女性部が実施している「職場改善実態調査」を参考として実態把握を行うこととします。とりわけ、時給・日給・月給を問わず自治体最低賃金（国公行(一)１級13号相当）を上回っているか否かの点検を行うこととします。
イ）未組織であっても非正規職員の賃金・労働条件向上に向けて精力的に取り組んでいる単組が多くありますが、臨時・非常勤等職員の組織化の取り組みがこの間の運動の到達点を否定するものではなく、むしろ発展的に受け止めて、全単組において組織化に向けた議論、取り組みをすすめます。

ウ）具体的な組織化計画のある単組は、地方本部・道本部と連携し、情報の共有化を図り、積極的に組織化の取り組みをすすめます。

⑤　道本部の取り組み

ア）公務員連絡会が実施する「臨時・非常勤職員の処遇改善、雇用安定に向けた法改正を求める200万人署名」に積極的に取り組むとともに、「短時間公務員制度(仮称)」の実現にむけた取り組みを自治労としてすすめるように取り組みます。
イ）「正規職員と非正規職員が賃金をシェアし、全体として処遇改善と安定雇用をはかる」という方策の具体的な検討課題については、その場しのぎの安易な手段に終わらないこと、結果において低位平準化に陥らないことをしっかり意識しながら慎重に議論をすすめます。
ウ）片山総務大臣は2010年12月１日、政府・連合トップ会談の中で、「正規・非正規の格差の問題について、自治体に対して今までの総務省なんかの取り組みが、集中改革プランとか指定管理という明らかに非正規を生むような施策をどんどんやってきた。その弊害がすごく出ているので、見直しをして、できるだけ官製ワーキングプアを生まないような、良質な雇用に結びつくような、そういう政策に転換する。自治体にそういうメッセージを発することを考えている」と述べました。地方自治体の公共サービスを提供する人員の算定を検証し、増員が必要な部署については、新規採用と並行して、臨時・非常勤等職員の正規化を含めた人員確保闘争をすすめます。
エ）各単組における各種学習会等の講師派遣要請に積極的に対応します。

オ）道本部臨時・非常勤等職員連絡会議として、未組織単組への交流要請には積極的に対応します。

カ）地方本部と連携して、組織化へ向けたオルグ活動を強化します。

（３）公社・事業団・委託先事業所など自治体関連労働者の組織化、自治労結集の推進

①　指定管理者に選定された既存の公社・事業団をはじめ外郭団体に対しては、今後も賃金・労働条件の大幅な切り下げや、公社・事業団の統廃合が続くことが予想されます。
　地域で提供されている公共サービスについて行政としての責任を果たすためにも、これらの業務を現に担っている労働者の組織化に全力を挙げます。各単組・総支部は公共サービス関連職場の雇用不安や労働条件切り下げなどの状況を把握し、プロパー職員との連絡・連携関係づくりを「自治労北海道組織強化拡大行動月間」に取り組みます。そのうえで、「北海道福祉ユニオン」と「北海道環境施設ユニオン」の職種別ユニオンを活用して自治労結集を進めるとともに、労使対等で交渉できる職場づくりをめざします。
②　２月４～５日に開催される公共民間労組評議会2011春闘討論集会への積極的な参加をすすめます。
③　公共サービスの質の確保と公共サービスを支えるすべての労働者の処遇確保、公正労働基準と労働関係法規の遵守をめざし、入札制度の改革と公契約条例制定に取り組みます。公契約条例を求める取り組みの一環として、各自治体に対し、入札制度における落札者決定ルールの改善を求めます。

④　指定管理者制度については、地方自治法244条の２の５の改正、総務省通知の項目変更･追加を実現するための取り組みをすすめます。

（４）組合未加入者（職場）の解消、加入運動の徹底（４月新規採用者対策を含む）

　全単組で組合未加入者名簿を作成し、未加入理由を分析したうえで加入運動を推進します。特に、保育所・病院等施設職場単位で未加入となっているところについては道本部、地方本部、職種三評議会の協議のうえで重点単組を指定して組織化の取り組みをすすめます。また、4月新規採用者についての「組合加入」運動の一環として、「新入組合員歓迎会」等を企画、開催します。さらに、条件付採用期間の組合加入を取り組めない単組においては、自治労共済加入（自治体職員で、出資金100円と基本型の掛金を添えて申請することで共済組合員となれる）・自動車共済制度等の利用を先行して取り組み、条件付採用後にスムーズに自治労加入できるよう取り組みます。

（５）市町村合併に連動した組織化の徹底（自治体・事務組合・社協）

　市町村合併後に組織率の低い自治体単組における組織率向上と、未加盟12単組・未組織１自治体の自治労結集をすすめるためのオルグ活動や学習会に取り組みます。また、一部事務組合や社会福祉協議会職員の雇用保障と組織化をすすめるため、各単組・総支部は春闘期に当該職場労働者との「顔の見える関係づくり」に取り組みます。

（６）消防職員の組織化

　消防職員委員会が民主的に運営されるためには、職員側の委員の選出、意見の提出、決定事項が実効あるものにしなければならないことから、消防職場における自主組織づくりは何よりも大切です。消防職員組織化対策委員会が主体となって地方本部、各単組と連携しながら自主組織未結成の消防職場を中心に組織化に向けてのオルグを実施し、組織強化・拡大に取り組みます。

（７）連合・地区連合を中心とする、交流・連帯活動の強化

　地域春闘への積極的参加、特に地場中小組合の闘争支援体制を確立することと併せて、連合地協規模での各種春闘の取り組みに積極的に参加し、官民一体感のある運動の強化に努めます。

（８）フリーダイヤルの活用

　道本部は「じちろう労働相談ダイヤル（フリーダイヤル・0120-768-068）」を組織化活動のアンテナとして、その対象を公共サービス分野全般に展開して労働相談活動を実施します。各地方本部・単組・総支部は宣伝資材を活用し、「フリーダイヤル・0120-768-068」を使った労働相談の周知に努めます。

４　道本部－地方本部の取り組み

　道本部は、これらの取り組みを支援するための各種資料を提供するとともに、必要に応じて地方本部・単組・総支部へ役員の派遣を行います。地方本部においては各単組の取り組み状況を把握し、組織強化・拡大の取り組みを具体的に推進するため下記の獲得目標実現に向けた行動を展開します。

＜単組の春闘目標課題＞

①　単組春闘方針の確立

②　執行委員会の定例化と週１回開催

③　春闘方針の組合学習会の実践

④　執行部全員による春闘要求の提出と団体交渉の確立

⑤　各種闘争戦術と批准投票の完全実施

⑥　組合機関紙発行の定期化(目標週１回発行)

⑦　地域春闘の各種支援行動及び集会への積極的参加

⑧　未加入者及び臨時・非常勤職員の組織化

⑨　消防協・家族会・退職者会の組織化

⑩　社会福祉協議会、委託先清掃事業所・公杜・事業団・一部事務組合及び介護労働者をはじめとする自治体関連民間労働者の組織化

＜参考＞　臨時・非常勤等職員に関するアンケート（モデル案）
 モデル１ （労働条件について）
臨時・非常勤・嘱託職員の皆さんへ
○○職員労働組合
　現在の皆さんの賃金・労働条件についてのご意見を聞かせてください。○○職員労働組合として処遇改善などの今後の取り組みの参考とします。
（アンケート結果については、個人の特定ができないよう細心の注意を払います。）
　以下の質問内容について、当てはまる番号に○またはご記入してください。
Ｑ１　あなたの年齢はどの年代ですか？　
１．10代　　２．20代　　３．30代　　４．40代　　５．50代　　６．60代～
Ｑ２　性別
１．男性　　　　２．女性
Ｑ３　今、働いている職場はどこですか？
１．本庁（職場名　　　　　　　　課）　　２．出先機関（職場名　　　　　　　　）　
３．保育所　　　４．その他（　　　　　　　　　）
Ｑ４　仕事の内容を教えてください。
１．一般事務（　　　　　　　　　　　）　　２．専門職種（　　　　　　　　　　　）
Ｑ５　あなたの立場は？
１．臨時職員　　２．非常勤職員　　３．嘱託職員　　４．パート　
５．その他（具体的に：　　　　　　　　　　）　　　６．分からない
Ｑ６　勤務条件を答えてください。
◆１週間の勤務日数（平均）　
　　１．１日　　２．２日　　３．３日　　４．４日　　５．５日
◆１日の勤務時間（平均）　
１．４時間未満　　　　　　　（　　：　　～　　：　　）
２．４時間以上７時間未満　　（　　：　　～　　：　　）
３．７時間以上　　　　　　　（　　：　　～　　：　　）
Ｑ７　今の仕事の勤務年数は？（同じ仕事で継続して勤務している方）
１．３ヶ月未満　　　　　２．６ヶ月未満　　　　　３．１年未満　　４．１年以上２年未満
５．２年以上５年未満　　６．５年以上10年未満　　７．10年以上　
　　　※できれば具体的にお答えください。（　　　年　　　ヶ月）
Ｑ８　今の仕事の契約期間は？（採用辞令の期間）
１．２ヵ月未満　　２．２ヵ月～６ヵ月未満　　３．６ヵ月～12ヵ月未満　　４．12か月以上
Ｑ９　更新時に中断がある場合、中断期間はどれくらいありますか？（　　　　ヶ月）
Ｑ10　一時金はでていますか？　
１．でている（　　　ヶ月分　あるいは　　　　　　　　円）　　２．でていない
Ｑ11　交通費はでていますか？　
１．でている（　実費　・　定額　：　　　　　円／月額）　　　２．でていない
Ｑ12　雇用保険は適用されていますか？
１．適用されている　　２．適用されていない　　３．わからない
Ｑ13　社会保険は適用されていますか？
１．適用されている　　２．適用されていない　　３．わからない
Ｑ14　あなたの仕事は、恒常的な仕事だと思いますか？
１．恒常的な仕事だと思う　　２．臨時的な仕事だと思う　　３．どちらとも言えない
Ｑ15　あなたの仕事は、本来、市役所の正規職員がやるべき仕事だと思いますか？
１．そう思う　　２．そうは思わない　　３．どちらとも言えない　　
Ｑ16　仕事にやりがいを感じていますか？
１．感じている　　２．少し感じる　　３．あまり感じない　　４．感じない
Ｑ17　年休はきちんと取れていますか？
　１．取れている　　２．あまり取れていない　　３．取ったことがない　　４．年休がない
「２」または「３」と答えた方のみお答えください。
　◆年休が取れない理由は何ですか？
１．仕事が忙しい　　２．職場の雰囲気が取りにくい　　３．あまり必要がない
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ18　賃金等の労働条件や仕事の上での不満を感じますか？
１．いつも感じる　　２．たまに感じる　　３．あまり感じない　　４．まったく感じない
Ｑ19　任用（雇用）期間満了前になると、継続されるかどうか不安になりますか？
１．不安になる　　２．あまり不安にならない　　３．まったく不安にならない
Ｑ20　現在の賃金・労働条件について感じていることがありましたら、下記から選択してください。（複数回答可）
１．何年働いても、昇給がないのはおかしい。　
２．仕事のわりに賃金が低い。
３．通勤手当がない。
４．病休や育児休暇等の休暇制度を充実してほしい。
５．仕事に必要な消耗品や備品の支給がない。
６．ボーナスを支給してほしい。
７．臨時・非常勤職員の位置づけを明確にしてほしい。
８．もっと、責任を持たせた仕事をさせてほしい。
９．（正規職員がやるべき）責任のある仕事をさせないでほしい。
10．安心して、長く働ける環境を作ってほしい。（継続雇用）
11．非常勤職員から正規職員への道を作ってほしい。
12．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	〈職場での問題や不満、労働組合へなど、自由にご意見をお書きください〉




ご協力ありがとうございました。
○月○日までに、組合事務所まで提出ください
 モデル２ （労働組合に関する意識調査）
○○市臨時職員アンケート

　下記のアンケート項目に対し、回答をご記入ください（該当にチェック）
１．今の仕事内容について
□ 満足している　　□ どちらかというと満足　　□ どちらかというと不満　　□ 不満である
上記の理由をお書きください。
	


２．今の仕事の賃金(手当て等も含む)について
□ 満足している　　□ どちらかというと満足　　□ どちらかというと不満　　□ 不満である
上記の理由をお書きください。
	


３．雇用期間について
□ 出来るだけ長期を希望　　□ 継続を求められれば続ける　　□ 単年度で考えている
４．今の雇用(任用)条件について
□ 不当だと思う　　□ 制度がおかしいと思う　　□ 制度上仕方がないと思う　

□ 当然だと思う
５．労働条件について
□ 満足している　　□ 不満はあるが改善は求めていない　　□ 改善したい
◆改善したいと答えた方は、何を改善したいですか（複数回答可）
□ 労働時間または休憩時間の変更　
□ 休暇の付与または拡大（夏期、病気、慶弔、結婚、育児介護など）
□ 時間外手当や休日出勤手当の支給
□ 職場環境の改善（休憩室の設置や、職場の作業スペースの改善など）
□ 福利厚生の改善
□ その他
具体的に改善したいことについてお書きください。
	


６．臨時・非常勤等職員の労働組合について
□ 絶対必要だと思う　　□ あればよいと思う　　□ まだわからない　　□ 必要ないと思う　
上記の理由をお書きください。
	


７．今後、組合活動（組合説明会）に参加したいと思いますか？
□ 参加を希望　　□ 組合加入は分からないが会議は参加してみたい　　□ 参加したくない
上記の理由をお書きください
	


８．その他、質問、相談など、気がついたこと、ご意見があればお書きください。
	


ご協力ありがとうございました。
○月○日までに、組合事務所まで提出ください
 正規職員用　職場アンケートモデル素案 
組合員の皆さんへ
○○職員労働組合
　○○職員労働組合として臨時・非常勤等職員の処遇改善などの今後の取り組みの参考としたいので、皆さんのご意見をお聞かせください。
　以下の質問内容について、当てはまる番号に○またはご記入してください。
Ｑ１　あなたの年齢は　
１．10代　　２．20代　　３．30代　　４．40代　　５．50代　　６．60代～
Ｑ２　性別
１．男性　　２．女性
Ｑ３　あなたは１年間（2010年１月１日～12月31日）に何日年休を取得しましたか
　　（　　　　　　　　　　　　　日）
Ｑ４　年休が取れない場合、その理由は何ですか？
１．仕事が忙しい　　２．人員不足　　３．職場の雰囲気が取りにくい
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ５　あなたの職場に人員不足の問題はありますか
１．人員は足りている　　２．人員不足だ　　３．わからない
４．その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ６　あなたの職場に、臨時、非常勤等の職員（再任用を除きます）は何人いますか。
１．職場の職員数（男　　　人、女　　　人）
　　うち、臨時、非常勤等の職員（男　　　人、女　　　　人）
２．臨時、非常勤等の職員はいない。
【以下、職場に臨時、非常勤等の職員がいる方にお聞きします。】
Ｑ７　臨時・非常勤等職員の仕事の内容を教えてください（複数の場合は複数回答）
１．正規職員と同様の業務を行っている
２．正規職員と臨時・非常勤等職員の業務は明確に区分されている
３．補助業務のみ
４．その他（　　　　　　　　　　　）
Ｑ８　仕事の見直し（スクラップなど）によって、正規職員だけで業務を行うことは可能ですか。
１．できると思う
２．できない
（できない理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ９　臨時、非常勤等職員の地方公務員法上での雇用根拠を知っていますか。（複数回答可）
１．３条３項３号（特別職非常勤）　　２．17条（一般非常勤）　　３．22条（臨時）
４．その他（　　　　　　　　　　　　　）
５．わからない　
Ｑ10　臨時、非常勤等職員の時給（日額、月額）を知っていますか。
１．知っている　２．わからない
Ｑ11　臨時、非常勤等職員に支給されている手当などを知っていますか
①一時金　　１．出ている　　２．出ていない　　３．出ている人と出ていない人がいる
　　　　　　４．わからない
②交通費　　１．出ている　　２．出ていない　　３．出ている人と出ていない人がいる
　　　　　　４．わからない
③退職金　　１．出ている　　２．出ていない　　３．出ている人と出ていない人がいる
　　　　　　４．わからない
④社会保険　１．適用されている　　２．適用されていない　　
　　　　　　３．適用される人と適用の無い人がいる　　　４．わからない
Ｑ12　組合が、臨時・非常勤等職員の処遇改善に取り組んでいることを知っていますか。
　　１．知っている　　　２．わからない
Ｑ13　あなたの職場で、臨時・非常勤等職員との仕事の分担や働き方について、日頃感じていることや、意見等があればお聞かせください。
	


Ｑ14　財政事情が厳しく、臨時・非常勤等職員の賃金水準引き上げるための財源確保が難しい場合、事務事業の見直しや、正規職員給与の配分（賃金シェア）を行って、臨時・非常勤等職員の処遇改善を実施する考え方について、どう思いますか。
	


Ｑ15　組合に対する意見などお聞かせください
	


ご協力ありがとうございました。

○月○日までに、組合事務所まで提出ください
＜別記＞　臨時・非常勤等職員の要求モデル

	臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件改善、

雇用安定についての要求モデル（案）

１．雇用安定

（１）恒常的な業務に就いているフルタイムまたはフルタイムに準じる職員については、本人の希望に基づき、正規職員への転換措置をはかること。

（２）恒常的な業務に就いている職員について、雇用更新年限が設けられている場合、その廃止と雇用継続を行うこと。

（３）雇用更新に際して「空白期間」や他の部署への「たらい回し」がある場合、それを廃止すること。

（４）雇用継続、処遇改善のため予算の確保を行うこと。

臨時的任用職員（地公法22条）について、業務が継続しているにもかかわらず任期の満了（最長１年）を理由に雇い止めにすることについては、臨時的任用職員であっても非常勤職員と同様に再任用は可能であることから、雇用継続を求めていきます。

臨時的任用職員の再任用では、2009年10月９日総務省交渉回答なども踏まえ、１日や１週間などの空白期間を置くことなく雇用継続とします。

国の非常勤職員においても、不必要に短い任期を定めることのないよう配慮しなければならない（人事院規則の改正８－12－８第46条２の３および４）として、任期は業務が行われる期間にあわせて設定される必要があり、特定の制度の適用を避けるために任期と任期の間を１日空けるような運用は、適当ではないとの考え方がとられています。（規則の改正2010年８月、10月施行）

臨時・非常勤等職員の更新について、３年、５年など上限を設定している場合には、上限について法律上の明記がないこと、業務の性格や業務の期間により任期は異なることから、上限撤廃を求めます。

任期付短時間勤務職員制度の任期についても、再任用されることは妨げられないことから、業務が継続し、本人が希望する場合には雇用継続とするルールを確立します。
２．最低到達条件

（１）最低40円／ｈ以上の賃金改善をはかること。

（２）通勤手当（費用弁償を含む）について全額支払うこと。

（３）時間外勤務手当（追加報酬）について全額支払うこと。

（４）年次有給休暇、産前・産後休暇、短期介護休暇、子の看護休暇を制度化すること。

（５）健康診断について、６ヵ月以上勤続（見込み）・週勤務20時間以上の職員に実施すること。

（６）雇用保険・健康保険・厚生年金について、法定基準を最低に加入させること。

労働基準法をはじめ法令遵守など労働条件の底上げをめざすため、最低到達条件を設定し改善を求めます。

通勤手当（費用弁償を含む）、時間外勤務手当（追加報酬）については2009年４月の総務省通知においても支払うことが適当とされています。

賃金改善については、統一要求モデル（案）要求事項のとおり最低でも時給40円以上の引

　

	き上げを最低到達条件に設定します。
３．均等待遇

（賃金）

（１）自治体最低賃金と年齢別最低保障賃金を確立すること。

（２）賃金（報酬）について、人事院指針（2008年８月26日）や総務大臣答弁（2009年５月26日）などを踏まえ、職務内容（職務の内容と責任）、在勤する地域、職務経験等の要素を考慮し、改善すること。

（３）諸手当（相当報酬）について、常勤職員との均等待遇による支給とすること。

（４）週の労働時間が定まり、６ヵ月以上勤務予定の職員には、月給制度を適用すること。

自治体最低賃金は、高卒初任給で目標とする「国公行(一)１級13号：149,800円」により日給7,490円、時給970円で算出。あわせて、経験年数などを考慮した年齢別の最低保障賃金の仕組みを確立するよう求めます。

手当については、2010年９月の茨木市（最高裁）、枚方市（大阪高裁）などの裁判例において、任用根拠に関わりなく勤務実態にあわせて常勤職員であると認められれば手当の支給を認めています。単組の実情に応じ、手当支給、報酬の追加など制度化を求めます。

（休暇、その他の労働条件）

（５）休暇諸制度について、その種類、期間、賃金保障など常勤職員との均等待遇を行うこと。

（６）１年以上雇用される職員には、育児・介護休業制度を導入すること。地方公務員の改正育児・介護休業法が適用されない特別職非常勤職員、臨時的任用職員については、条例・要綱により独自制度を導入すること。

（７）地方公務員災害補償基金の対象とならない職員について、労働災害の補償制度を整備すること。また、日常的な安全衛生活動の対象とすること。

（８）自治体職場のハラスメントの防止・解決制度の対象職員に臨時・非常勤等職員も含めること。

（９）パート労働法に準じて、教育訓練の実施、福利厚生への配慮、短時間雇用管理者の設置、労使による苦情処理機関の設置を行うこと。

（10）任期付短時間勤務職員の給料・諸手当について、常勤職員との均等待遇を行うこと。また、定期昇給を行うこと。

自治体臨時・非常勤等職員の育児休業法について、民間労働者に適用の育児・介護休業法は、１年以上の実質的な継続雇用であればパート労働者、期間労働者であっても適用の対象となります。この考え方を踏まえ、国の非常勤職員にも育児休業が取得できるよう2010年秋の臨時国会で法改正が行われました。しかし、一緒に成立した地方公務員の育児休業法改正は、一般職非常勤職員（地公法17条）が適用対象であり、特別職非常勤職員（地公法３－３－３）、臨時的任用職員（22条）は対象になりませんでした。

　自治体においては、民間の育児・介護休業法の考え方を踏まえ、１年以上の継続雇用であれば、どんな任用根拠であっても、育児休業が取得できるよう、条例・要綱により育児休業の制度化をはかっていくべきであり、その必要があります。なお、総務大臣は、こうした制度と実態の矛盾について、自治労などの総務省対策の結果として、「実態に応じて、自治体でもって（育児休業の）措置することができる」（2010年11月16日衆議院総務委員

　



　以上の要求について、労使で合意したときは、文書協定（非現業の職員団体）または労働協約（現業、公営企業の労働組合、民間労働組合）として締結すること。

	


５．2011年度現業公企部門に関わる制度政策要求の取り組み

１．現業公企職場に関わる制度政策要求に向けて

　国民の期待によって一年前に政権交代が実現しましたが、三位一体改革で受けた地方自治体財政への影響は大きく、政権が変わった現在においても回復には至っていないのが現状です。その後も民間委託・PFI・指定管理者制度の導入などによる合理化の流れに歯止めはかかっていません。今後も公共サービスの崩壊につながる効率と競争最優先から公正と連帯を重んじる社会の実現へ向け、働きがいのある人間的な労働を中心とする「ともに生きる社会」を職場・地域からつくりあげなければなりません。

　このような中、道本部現業公企評議会は、職の確立と市民との連携による、自治体の責任に基づいた質の高い公共サービスの確立を運動の柱とし、直営職場の確保と臨時・非常勤職員等、委託先労働者の賃金・労働条件の底上げ、地域のなかで住民に接する機会の多い現業・公企職場の特性を活用し、市民との協力関係の構築し公共サービスの維持・向上をめざしてきました。

　 2009年「公共サービス基本法」が成立し、今後自治体の公共サービスのあり方が問われています。自治体の政策は、住民生活、地域社会、地域経済などに大きな影響を与えています。質の高い公共サービスを確立するために、自治体の政策とそのサービスについて検証を行うことが重要であり、日常業務で得た情報をもとにそれぞれの職種の専門性を生かした政策提言の取り組みを行います。

２．具体的な取り組みについて

(1) 制度政策要求項目について

　要求項目は重点項目として〈別記〉のとおり、学校給食・学校用務員・清掃・水道・下水道職場を中心に提出することとしますが、各単組の職場実態に応じて要求項目を選択・付加し、当局へ提出することとします。具体的要求項目は、別紙のとおりとします。　　

(2) 要求書提出と交渉の推進について

①　要求書の提出は、春闘の対自治体闘争の提出日と同一日とします。

②　取り組み期間は、中央委員会終了後直ちに取り組みを開始します。春闘の対自治体要求と結合をはかり、何らかの形で「回答」を引き出すことをめざします。

【春闘の闘争日程】

２月14日（月）～21日（月）　　　　要求書提出

２月14日（月）～３月末　　　　　　組合旗掲揚、（リストバンド着用）

２月28日（月）　　　　　　　　　　回答指定日

３月１日（火）～３月10日（木）　　重点交渉期間、

３月８日（火）～３月11日（金）　　腕章着用

３月11日（金）　　　　　　　　　  超勤拒否、出張拒否
　　　　　　　　　　　　　　　　  29分時間内くい込み集会
３．取り組みの結果報告について

　各単組は、要求書の提出・交渉状況・回答内容について、各地方本部に集約し、各地方本部・現業公企評議会と連携し、道本部に結果を報告することとします。

　
	学校給食に関わる制度政策要求について

はじめに

　現在、偏食による子どもたちの生活習慣病や、食に関する正しい知識と食習慣を身につけられない危機的な状況を受けて制定された食育基本法をもとに、本格的な食育を進めていくこととなっています。また内閣府による食育推進基本計画の策定を発端に、2010年までに道内自治体50%で食育推進計画が作成されることとなっていましたが、未だその数は道内180市町村中22自治体に留まっており、地域における食育推進の計画の目途さえたっていないという状態となっています。

　また、地域全体として担わられるべき食育の推進が、実態としては、栄養教諭(1,000人あたり１人の配置)の個々による取り組みと、自治体内での数人の担当者による啓蒙活動に留まっており、子ども・住民に必要な食・健康に関する自治体の責務が果たされていない状況にあります。

　次代を担う子どものための学校給食の安全性及び食育の拡充に関連する以下の項目について要求いたします。

　

１．2005年の食育基本法制定以後、地域における食育の推進が必要となっていることから、その取り組みに寄与する経験・知識・資格を持ち、かつ現在責務を持って調理に従事している職員(正規職員・非正規職員)の活用について考え方を示すこと。

２．学校給食衛生管理基準を遵守し、学校給食の安全を確保するため、すでに任用している非正規職員を含めた調理従事職員に対する調理師資格取得の推進をすすめ、全調理従事職員（正規・非正規職員及び学校給食業務を担う社員）を対象とした衛生管理に関する研修を実施すること。

３．学校は地域の防災拠点であり、給食調理施設は災害時の炊き出し対応ができるよう事前に準備されておかなければならないことから、その対応に関する現在の整備状況・充実策について明らかにすること。

４．2010年までに地域の食育の根幹である食育推進計画を作成することとなっており、その作成には食・給食に関係する構成員が主体的に関与することが必要とされていることから、現在までの作成状況、もしくはその作成にあたってのプロセスついて明らかにすること。

５．学校給食法の改正により、学校における食の位置づけが重要視されることから、主食、副食等が考慮された「完全給食」の必要性に対する認識を明らかにすること。

６．感染力の強いノロウイルス被害拡大防止のための感染検査費用について、その特性から道においては公費負担とされていることをふまえ、正規・非正規、直営・民間を問わず、各自治体においても公費負担すること。


　
	学校用務員に関わる制度政策要求について

　
はじめに

　近年学校は、いじめや不登校、不審者侵入対策、通学路の安全確保、シックスクール症対策など安全管理上の問題や災害などの緊急時における避難所としての役割など多くの課題を抱えており、学校で働く職員として学校用務員の責務もますます重要になってきています。

　学校用務員の職務内容の根拠は、学校教育法施行規則第49条の｢学校用務員は学校の環境整備その他の用務に従事する｣とあり、｢環境整備｣と｢管理運営｣を柱に業務を遂行することを共通認識として確認してきました。

　学校は児童・生徒にとって、安全で安心して生活できる場でなくてはなりません。児童・生徒が安心して過ごせる学校環境整備はもちろんのこと、｢地域に開かれた学校｣づくりを促進するための環境整備など、社会変化による業務の多様化が求められています。

　児童・生徒のための教育環境づくりと地域に結びついた学校の役割を形成するため下記事項の積極的な対応をされますよう要求いたします。

＜重点項目＞

１．施設(校舎)の老朽化に伴う事故が多発しているため危険箇所の改善が急務です。早急に予算措置を講じて改善を図ること。また、児童・生徒が校舎内で気分が悪くなる症状を引き起こす、｢シックスクール症候群｣の例が報告されていることから、児童・生徒が学校で安全に生活するため、環境検査を徹底すること。

２．学校用務員も他の学校職員と連携し、不審者から児童・生徒を守るための対策に取り組むことを必要とされるので、危機管理体制の整備、施設(校舎)設備の改善を含め、より一層の安全対策を図ること。

３．近年、進められている環境にやさしい「社会保全・資源循環型」の実現と市民自治の尊重を柱とした「環境自治体」づくりに基づき、学校においても環境問題を教育の一環として取り組みが進められています。一方、学校から出るごみの減量化をめざし「自区内処理の原則」をもとに堆肥化できるものは堆肥化することが求められていることから、樹木の剪定枝をチップ化し堆肥などに活用することや落ち葉は腐葉土に、学校給食等の生ごみも資源化し学校農園や花壇などへの活用など積極的な取り組みを行うとともに、必要な機材の導入を図ること。

４．学校は地域住民避難所として活用されることから、学校用務員が防災・救助活動等に中心的役割を担うための救急救命法や、防災備蓄物の取り扱い等の研修を実施し、災害時に即時に対応できる体制を構築すること。


　
	環境保全・資源循環型廃棄物行政に関わる制度政策要求について

　

はじめに

　近年、天然資源の枯渇や地球温暖化等の環境問題への社会的要請が高まる中、各自治体では、容器包装リサイクル法や家電リサイクル法をはじめとした各種リサイクル法への対応、廃棄物処理施設の整備並びに最終処分場の確保など解決すべき課題が山積しています。さらに、３Ｒ(リユース、リデュース、リサイクル)の一層の推進に向けて分別収集区分の見直しなど、様々な施
　

	策展開が求められている中で、依然として厳しい自治体の財政状況と相俟って、その対応に苦慮しているところです。

　しかし、住民が安全に生活できる環境の保全や資源循環型の社会形成を行っていくために、廃棄物行政は自治体固有の責務であると同時に公共サービスの質的充実をはからなければなりません。

　資源循環・環境保全の社会形成へ向けて、下記事項への積極的な対応がなされますよう要求します。

＜重点項目＞

１．廃棄物焼却施設における運転、点検等作業及び解体作業に従事する労働者のダイオキシン類ばく露防止対策や健康管理が適切に保てるようダイオキシン類対策特別措置法の徹底を図ること。

２．一般廃棄物処理計画の策定に当たっては、処理に関し関連を有する他の市町村との調和を図るとともに、廃棄物処理の状況や廃棄物関連法令の動向などをふまえ、必要に応じて見直しを進めていくこと。

３．産業廃棄物や廃棄家電製品等の不法投棄対策をはじめとして、廃棄物に関わる監視・指導・相談業務の重要性は増大している。業務の拡充にむけ、雇用対策の一環として職員を補充し専門の職員を配置するなど、自治体としての不法投棄対策等を一層強化すること。

４．アスベストによる被害が社会問題化され、既に不法投棄も発生しており、その被害防止の観点から、公共関与による適正な処理を行うこと。

５．道路交通法違反でもあるステップ乗車を行わないことを委託契約書に明記するなど、事業に伴う交通安全の遵守に関して積極的に取り組むこと。

６．カセットボンベやエアゾール缶等、未だ収集運搬・処理の過程において火災や爆発事故が後を絶たない。廃エアゾール缶等の適正処理及びリサイクルの促進を図るため必要な対策を講じること。

７．在宅医療系廃棄物について、適切に排出されるよう住民への周知・啓発を行うのはもちろんのこと、道や医療関係機関との密接な連携を図りながら安全で適正な処理がされるよう取り組みを進めること。

８．災害廃棄物対策について環境省が示している「震災廃棄物対策指針」「水害廃棄物対策指針」に沿った対応がはかれるよう早期に処理体制の整備・確立をはかること。また、災害廃棄物の処理について、広域的な連携体制を築くよう関係団体との調整をはかること。

９．一般廃棄物収集運搬無許可業者が家庭からの廃棄物を回収し、その廃棄物を不法投棄し、また高額な処理料金を請求をされたといった事案も出ている。今後、不適切事案を防止し、住民に対し適正な廃棄物処理を推進するためにもこのような業者に対する取り締まりの強化と対策をはかること。

10．循環型社会形成を推進するために、児童に対しての環境教育を行うこと。

11．廃棄物行政の質的向上を図るため、職員の知識を養う研修の拡充を図ること。

12．廃棄物処理施設等廃棄物行政に対する財政措置の強化拡充に対する要望

　廃棄物処理施設の整備には多額の費用を要し、各市町村にとって大きな財政負担となっていることから、循環型社会形成推進交付金制度の改善をはじめとした次の事項について国や道に対して強く要望すること。

(1) 廃棄物処理施設の長寿命化・延命化を図る基幹改良事業について交付対象とすること。

	(2) 施設周辺環境整備事業について次の事業を交付対象とすること。

①　施設の周辺環境整備事業

②　廃棄物施設の建屋部分及び管理棟を含むすべての建屋部分

③　普及啓発施設

④　リサイクル施設等において施設と一体となって使用する重機

⑤　ダイオキシン類の飛散・暴露防止対策事業

(3) 廃止した焼却炉の解体を促進し、地球環境を保全するための新たな廃棄物処理施設整備を伴わない解体工事などについて、新たな財政支援制度を創設するなど十分な財政支援を行うこと。

13．リサイクル関連法の円滑な推進に関する要望

　容器包装リサイクル法の施行以来、容器包装廃棄物のリサイクルは進展したにもかかわらず、容器包装廃棄物の排出量は減っていないという事実をふまえ、容器包装廃棄物の発生抑制・再使用への取り組みを次の事項について国や道に対して強く要望すること。

(1) 容器包装廃棄物の減量と環境負荷の低減を進め、３Ｒの一層の推進を図るために次の仕組みを構築すること。

①　デポジット制度の導入

②　飲料用容器等の規格化、製造・販売業者にリターナブル容器の使用及び回収の義務付け等ワンウェイ容器の製造・販売を抑制するための方策を検討すること

③　ガラス製容器のリターナブル・リサイクルを促進するため、色、形状の規格の統一や識別表示を義務化すること

(2) 容器包装リサイクル法では、「事業者が市町村に資金を拠出する制度」を創設したが、依然として市町村の役割負担が大きく、分別収集が進むほどに市町村の財政を圧迫している。一方事業者の役割分担は比較的軽いことから、容器包装廃棄物の発生抑制効果は乏しく、ペットボトルに見られるよに大量消費・大量リサイクルを招いている。

　ついては、拡大生産者責任の観点から、分別収集・選別保管に関わる経費に一定の負担を課すとともに、市町村負担分の再商品化費用についても事業者負担とすること。

(3) プラスチック制容器包装の引き取り品質基準において異物扱いとなっている指定収集袋及び市販の収集袋については、プラスチック製容器包装の効率的・円滑な分別収集などに必要・不可欠であることから、法の対象物に準じるものとして取り扱うよう早急に対処すること。

(4) 容器包装以外のプラスチック製廃棄物のリサイクルが進められるよう、分別基準の緩和や制度の見直しなどについて検討すること。

(5) 廃家電製品の不法投棄の防止と適正処理・リサイクルの一層の促進を図るため、販売時費用回収方式（前払い方式）あるいは製品価格への上乗せ（内部化）に改めること。


	水道・下水道に関する制度政策要求書（案）

　
　地方公営企業は住民生活に欠かすことのできない「ライフラインの確保」という重大な責務を担っております。

　本格的な維持管理の時代に入る中、災害対策や危機管理も重要な業務となってきており、公的関与による安全性や信頼性の確保を求める声も大きくなっています。

	　私たちは、住民生活の質的向上をめざして住民のための公営企業を確立するとともに、公営企業労働者の生活と権利を守りたいと考えています。

　公務公共サービス内容の質的充実をはかるべく、下記事項への積極的な対応がなされますよう要請いたします。

(1) 公的関与が著しく阻害される包括的民間委託は行わないこと。

(2) 災害時における、他自治体からの応援・支援体制を確立し機能できるよう、組織形態や指揮命令機能系統などを確立すること。また、被害を想定した訓練を実施すること。

(3) 技術系職員の採用を行うこと。

(4) 水道の大口需要者の地下水移管に対して、何らかの自治体としての対策を講じること

(5) 総務省が進める「公営企業会計制度の見直しに」に関して、当事業体が受ける影響について明らかにすること。


６．2011人員確保の取り組み（道本部第51回定期大会「当面の闘争方針」再掲）

【さらなる取り組みの推進に向けて】

①　人員確保闘争は、各自治体が置かれている現状と単組における人員に関する調査を踏まえ、６月～７月を山場とした闘争の構築をめざしてきました。

　しかし、この間、（ア）闘争の決着から採用募集までの期間が短く、闘争の結果が反映されづらいこと、（イ）予算関連事項であるので、すでに予算が決定してしまってからの取り組みでは遅きに失していること、（ウ）人材を確保するために民間企業における内定が年々早められていること―などの課題が実態として浮き彫りになってきていました。

　また、人員確保闘争を取り組むことができなかった単組の理由として、（ア）採用計画がすでに妥結済みのため、（イ）確定期などに要求書を提出する予定、（ウ）賃金合理化等の課題を優先させるため―などが見受けられてきており、これらを総合的に勘案して、2011年度に向けて全体的な闘争スケジュールを見直し、賃金確定期をスタートとして、人員確保に向けた取り組みを推進することとします。

②　人員確保闘争を取り組む上で重要なのは、職場実態調査を行う中から現場の組合員の声を拾い上げ、採用・配置計画を検証し、人員確保の要求を確立していくことです。実態に基づいた現場の情報が要求として正しく当局に伝わらなければ、業務量や住民ニーズに見合った適正な人員配置が行われないという結果になります。人員配置が適正に行われなければ、私たちの労働条件に影響を与えることはもちろんですが、住民に対するサービスに大きな影響を与えることになります。

　公務労働は業務量を数値として表すことが困難であり、業務量の基礎となる現在の業務や潜在的な業務などは現場の組合員・単組が把握していくしかありません。私たちが人員確保の取り組みを行うことは、労働組合というだけでなく公務労働の特殊性に起因しており、公務員労働組合の使命であるといえます。

　また、2008年度ころから、各単組の採用予定者も退職者数の完全補充とはなっていないものの若干増加の傾向に変わり始めています。しかし、全道的に採用募集をかけても、希望者が定数を満たさないという状況もある中では、採用計画として妥結した単組でも、あらためて検証や交渉を行うなど取り組みを再度組み立てていく必要性も考えられます。

【闘争の基本的な組み立て】

　上記の基本的な考え方に基づいて、移行期間と位置づけて、以下のとおり闘争スケジュールの再構築をはかります。

○スケジュール

2010賃金確定期～当初予算編成期

　2010年度中の中途退職者および定年退職者の数の把握、職場の人員配置の検証などを行っていく中から、人員確保要求を確立します。

　今年の夏段階で次年度の採用予定者数がある程度確定されている単組は、2012年４月採用・人員確保に向けた議論のスタートと位置づけます。

　また、当初予算要求として、職員採用や職場の適正な人員配置を求めていく単組については、2011年４月採用における人員確保にかかる必要予算を確立するために、当初予算編成期を目途とした決着をめざします。

2011春闘期　　　　　　　　　　　

　来年度までの退職予定数や不足人員を考慮して、人員確保に向け要求書を提出し、積極的に交渉を進めます。

2011年５～６月　　　　　　　　　

　各町村においては、管内町村会が８月募集・９月実施で町村職員採用資格試験を行っていることから、５月～６月の町村会調査期には、最低限2012年４月採用者数を「若干名」、「１名以上」として当局から出させるよう取り組みを進めます。

○地本の取り組み

①　2010年度の取り組み結果に基づき、今年度の取り組み方針を議論し全体化をはかります。

②　上記取り組みのスケジュールを基本としながらも、管内各単組の実態を踏まえながら、地本としてのスケジュールを作成します。

③　また、各単組における取り組みに至る経過や問題点を把握して、具体的に到達点を明確にし、2011年度の目標を設定します。

○単組の取り組み

①　各単組は、人事異動や機構改革などによって職場状況がどのようになっているのか、組合員の声を集約し、把握します。その上で、各係や部署の不足人員、来年度までの退職予定数を考慮して新規採用者数の要求を確立します。

②　地本が示すスケジュールに基づき、要求書の提出・交渉を行い、要求の実現をめざします。

７．2011春闘期における消防職員組織化の取り組み

＜消防職場実態調査の実施について＞

１．目的および意義

　第一の目的は、本調査＜調査票は別紙参照＞を通じて自治体単組執行部と消防職場とのつながりを作ることにあります。まずは執行部の人間関係を使って消防職場の「話せる人」を見つけ出し、話をして実態調査の回答を作り上げていく作業から関係を構築していく。そして、消防職場とのつながりを深めていく中から、組織化に向けたキーパーソンとなる人物を探していくことです。

　第二の目的は、調査の本旨である消防職場の賃金、労働条件、職場環境などの状況を把握することです。消防職場の実態を知らずして組織化を進めることはできません。本調査を通じて単組執行部が消防職場の実態を認識し、組織化の必要性を自覚していただくことが重要です。

　

	道本部第51回定期大会　当面の闘争方針より

【消防職場の実態調査とキーパーソンの発掘】

①　組織化にあたっては、消防職場の賃金、労働条件、職場環境などの状況を把握することが重要となります。消防職場の実態を把握するため、道消協と連携し、消防学校の同期、自治体の防災担当部課の職員、互助会、消防団に加入している自治体職員などを通じて消防職場内の実態調査を行います。

②　組織化のカギは、消防職場内での信頼があり職場のリーダー格になる人物を組織化のキーパーソンにすることです。消防職場の実態把握とあわせてキーパーソンの発掘に努めます。

③　キーパーソンに接触できたら、団結権回復の動向や組織化の意義を理解してもらい組織化の中心的なメンバーとなるよう説得を進めます。消防職場の課題を十分に聞き取り、民主的な職場になることで課題が改善されると確信が持てるようにしていきます。また、リーダーとなる人物が孤立しないよう、同世代の消防職員や同じ部署の職員などに接触を広げ、組織化の核となる消防職員を増やしていきます。


２．取り組み対象

　全単組

３．取り組み方法

　本調査は単なる「集約・把握のための調査」ではないことから、一つひとつの単組に直接手渡しし、取り組みの意義を単組執行部にしっかりと認識いただくことが重要です。各地方本部別討論集会や2011春闘における道本部・地方本部の合同オルグ等で個別配布することとします。

４．集約と今後の展開

　３月１日（火）を集約日とします。なお、未集約分については、遅くとも2011春闘対自治体闘争全国統一行動日までに集約することとし、最低限、消防協未組織単組分については100％集約をめざします。
　

＜別紙＞

消防職場実態調査

	2008年６月に成立した国家公務員制度改革基本法に基づいて設置された労使関係制度検討委員会報告では、「公務員の労働基本権のあり方」として、「非現業の公務員に対する労働協約権の付与」「消防職員に対する団結権の付与」を含めた自律的労使関係制度について検討されています。

自治労は、自治体職員を中心に結成していますが、よりよい公共サービスを提供するためにも、消防職員の勤務実態及び職場環境の改善が必要であり、その一環として消防職場の実態調査を行うこととしました。

設問は、消防職場の実状ですので、可能な限り消防職員による直接記入若しくは聞き取りのうえ回答してください。
ご不明な点がある場合は、お手数ですが各地方本部か自治労北海道本部組織拡大推進室（℡011-747-3211）までお問い合わせください。




消防署・支署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

調査票記入者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記入者の属性　　消防職員・消防協役員・自治労組合員・自治体職員　

自治労担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
自治労北海道本部

　消防職場実態調査表　
問1 消防職員数は何人ですか？本部、支署等が併置されている場合は合計し、一自治体の消防職員数（管理職、臨時職員、嘱託職員を含む）を記入してください。
　　　　　　人

問2 問1のうち、署所長も含めた管理職者数を記入してください。

　　　　　　人

問3 消防職員の新規採用任命権者はどこになりますか？

ａ　消防組合本部採用　　　ｂ　市町村採用　　　c　消防組合と市町村の混在

問4 正規消防職員の男女別人数は？

　　　男　　　　　人　　　女　　　　　人
問5 救急救命士は職場全体で何人、配置されていますか？

救急救命士　　　　　人
問6 交代勤務者の勤務形態とサイクルはどのようになっていますか？

　　　勤務形態　　　　　　　　　　　　　サイクル　　　　　　　　　　　
問7 恒常的に勤務のローテーションとして、宿日直勤務を行っていますか？

　　　ａ　行っている　　　ｂ　行っていない　　　ｃ　その他（　　　　　　　　　　）

問8 問7で「行っている」場合、一人あたり１ヶ月で約何回宿日直勤務を行っていますか？

　　　ａ　宿直　　　　　　回　　　　ｂ　日直　　　　　　　回
問9 恒常的に勤務のローテーションとして自宅待機を行っていますか？

　　　ａ　行っている　　　ｂ　行っていない　　　ｃ　その他（　　　　　　　　　　）

問10 問9で「行っている」場合、一人あたり１ヶ月で約何回自宅待機を行っていますか？

　　　自宅待機　　　　　　　回
問11 問9で「行っている」場合、手当の支給はありますか？

　　　ａ　ひと月　　　　　円　　　ｂ　一回　　　　　円　　　ｃ　支給されていない

問12 問11で「支給されていない」場合、その対応を具体的に記入してください。
	


問13 公休・非番日に市外への外出禁止、または外出できる人数に制限がありますか？

ａ　制限がある　　　　ｂ　制限がない　　　　　c　その他（　　　　　　　　）
問14 問13で「制限がある」場合、手当の支給はありますか？

　　　ａ　ひと月　　　　　円　　　ｂ　一回　　　　　円　　　ｃ　支給されていない

問15 勤務時間外に仕事をしたとき、時間外勤務手当が適正に支給されていますか？

　　　ａ　支給されている　　ｂ　支給されていない　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問16 休日勤務手当は支給されていますか？

ａ　支給されている　　ｂ　一部支給されている　　ｃ　支給されていない

ｄ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

問17 問15で「支給されている」場合、土曜日と祝日が重なった場合も支給されていますか？

ａ　支給されている　　ｂ　支給されていない　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問18 確実に週２日の公休（週休）が取得できていますか？

　　　ａ　取得できている　　ｂ　取得できていない　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問19 年次有給休暇（年休）は申請どおり、容易に取得できていますか？

　　　ａ　取得できている　　ｂ　取得できていない　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問20 仮眠室（宿直室）は個室化されていますか？

　　　ａ　個室化されている　ｂ　個室化されていない　ｃ　その他（　　　　　　　）

問21 仮眠室（宿直室）は男女別にされていますか？

　　　ａ　男女別されている　ｂ　男女別されていない　ｃ　その他（　　　　　　　）

問22 寝具は個人貸与されていますか？

　　　ａ　貸与されている　　ｂ　貸与されていない　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問23 高規格救急車は配置されていますか？

　　　ａ　配置されている　　ｂ　配置されていない　　ｃ　その他（　　　　　　　）
問24 大型自動車運転免許を取得する経費はすべて公費で支出されていますか？

　　　ａ　支出されている　　ｂ　支出されていない　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問25 防火衣はどのような型式を使用していますか？

　　　ａ　高機能型上下型　　ｂ　換気型上下型　　　ｃ　コート型

ｄ　その他（　　　　　　　　　　　　）
問26 消防署所の耐震対策は行われていますか？

　　　ａ　行われている　　　ｂ　行われていない　　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問27 消防署所の築年数は何年ですか？

　　　築年数　　　　　年

問28 健康診断は年に何回行われていますか？

年　　　　　　　回
問29 健康診断は勤務時間内に行われていますか？

ａ　時間内に行われている　　　ｂ　時間外・非番日に行われている

ｃ　その他（　　　　　　　　　）

問30 問29で「時間外・非番日に行われている」場合、時間外手当等は支給されていますか？

ａ　支給されている　　ｂ　支給されていない　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問31 メンタルヘルス講習等は行われていますか？

ａ　行われている　　　ｂ　行われていない　　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問32 消防組織法に基づく「消防職員委員会」は開催されていますか？

　　　ａ　開催されている　　ｂ　開催されていない　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問33 問32で「開催されている」場合、回数はどれくらいですか？

　　　ａ　年　　　　　　　回　　　　ｂ　月　　　　　　　回
問34 消防職員委員会の結果に基づく消防長の処置は、消防職場に反映されていますか？

ａ　反映されている　　ｂ　反映されていない　　ｃ　どちらともいえない

問35 消防広域化の計画はありますか？

ａ　ある　　　　　　　ｂ　ない　　　　　　ｃ　その他（　　　　　　　　　）
問36 消防の広域化が実施された場合、そのメリットはあると思いますか？

ａ　ある　　　　　　　ｂ　ない　　　　　　ｃ　その他（　　　　　　）

その理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
問37 退職再任用者が消防職場に配属されていますか？

ａ　配属されている　　ｂ　配属されていない　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問38 消防職員の賃金・労働条件を同じ自治体の職員と比べてみたことがありますか？

　　　ａ　ある　　　　　　　ｂ　ない　　　　　　ｃ　その他（　　　　　　　　　）

問39 消防職員の賃金・労働条件を他の消防職場と比べてみたことがありますか？

　　　ａ　ある　　　　　　　ｂ　ない　　　　　　ｃ　その他（　　　　　　　　　）

問40 現在の職場は自分の意見を自由に言える雰囲気がありますか？

　　　ａ　ある　　　　　　　ｂ　ない　　　　　　ｃ　その他（　　　　　　　　　）

問41 自治体職員が消防団に配属されていますか？

　　　ａ　配属されている　　ｂ　配属されていない　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問42 自治労が主催している自治体職員等野球大会に参加していますか？

　　　ａ　参加している　　　ｂ　参加していない　　ｃ　消防職員に野球選手がいない

問43 賃金や手当、休暇、労働条件等で不安に感じていること、疑問に思っていることはありませんか？ご自由に相談ください。

	


　
	消防職員の労働条件に関して、平成15年11月11日付で消防消第206号「消防職員の勤務時間の適正な管理と運用について（通知）」が通知されていますが、その内容についてお聞きします。わかる範囲でお答えください。


問44 平成15年11月11日付の消防消第206号「消防職員の勤務時間の適正な管理と運用について（通知）」の内容について理解、把握されていますか？

ａ　よく理解している　　　ｂ　くわしくは知らない　　　ｃ　知らない

ｄ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問45 問44に関して、一勤務の中で、勤務時間と休憩時間を明確に区分した割り振りが行われていますか？

ａ　行われている　　　ｂ　行われていない　　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問46 問44に関して、あらかじめ定められた休憩時間について、勤務の途中で繰り上げ、繰り下げ等の変更が行われていますか？

ａ　行われている　　　ｂ　行われていない　　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問47 問46で繰り下げが「行われている」場合、一勤務における所定の勤務時間数を変動させることなく、当該勤務の範囲内において割り振りが行われていますか？

ａ　行われている　　　ｂ　行われていない　　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問48 問44に関して、あらかじめ定められた休憩時間について、勤務の途中で繰り上げ、繰り下げ等の変更があり得る旨を定めた条例・規則がありますか？

ａ　ある　　　　　　　ｂ　ない　　　　　　　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問49 問44に関して、あらかじめ定められた休憩時間中に生じた勤務が正規の勤務時間として整理されていない場合、時間外勤務（超過勤務）として扱われ、割り増しされた時間外勤務手当が支給されていますか？

ａ　支給されている　　ｂ　支給されていない　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問50 問44に関して、指令係員（補助員・宿直勤務者を含む）が119番を受理した後、自ら災害出動（救急事案含む）することがありますか？

ａ　ある　　　　　　　ｂ　ない　　　　　　　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問51 問50で「自ら災害出動することがある」場合、頻度はどの程度ですか？
ａ　ほとんど出動する　　ｂ　半分程度出動する　　ｃ　ごくまれに出動する

　
	消防職員の退職再任用制度についてお聞きします。

わかる範囲でお答えください。


問52 退職再任用制度の条例がありますか？
ａ　ある　　　ｂ　ない　　　ｃ　策定中　　　ｄ　その他（　　　　　　）
問53 問52で「ない」または「策定中」の場合、再任用制度に代わる退職者の任用がありますか？
ａ　ある　　　　　　　　ｂ　ない　　　　　　　ｃ　その他（　　　　　　）

問54 問53で「ある」場合、任用形態はどうなっていますか？

ａ　臨時職員　　　　　　ｂ　嘱託職員　　　　　ｃ　その他（　　　　　　）
問55 問52で、「ない」、または「策定中」の場合、条例を実施する際の概要について既に決まっている事項について記入してください。（人工・給与・勤務時間・諸条件等）
ａ　何も決まっていない

　　　ｂ　一部、決まっている　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　ｃ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問56 問52で「ある」場合、条例に基づき、実際に職員配置が実施されていますか？
ａ　実施済み　　　　　　　　　年　　　月から実施
ｂ　実施予定　　　　　　　　　年　　　月から実施予定
ｃ　実施時期未定
問57 問52で「ある」または「策定中」の場合、条例化に向けた検討委員会はありますか？
ａ　ある　　　　ｂ　ない　　　ｃ　その他（　　　　　　）
問58 問57で「ある」場合、検討委員会の構成はどうなっていますか？
ａ　当局のみで構成　　ｂ　当局と職員代表者で構成　　ｃ　その他（　　　　　　）
問59 問52で「ある」場合、再任用の対象者の範囲について記入してください。
	


問60 問52で「ある」場合、任期と更新について記入してください。
	


問61 問52で「ある」場合、職種と職位について記入してください。
	


問62 問52で「ある」場合、勤務形態について記入してください。
	


問63 問52で「ある」場合、人工換算について記入してください。
	


問64 問52で「ある」場合、月額給与は定まっていますか？

ａ　固定給が定まっている　　給与月額　　　　　　　　　円
　　　ｂ　職務の級に応じた金額　　給与月額範囲　　　　　　　円～　　　　　　　円　
　　　ｃ　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問65 問52で「ある」場合、支給される諸手当に○印を記入してください。

通勤手当　　扶養手当　　住宅手当　　寒冷地手当　　期末勤勉手当

超過勤務手当　休日勤務手当　　夜間勤務手当　　特殊勤務手当　　宿日直手当

管理職手当　　退職手当　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問66 問52で「ある」場合、年次有給休暇は何日ですか？
年休数　　　　　　　　　日
問67 問52で「ある」場合、年次有給休暇は繰り越しされますか？
ａ　繰り越しされる　　ｂ　繰り越しされない　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問68 問52で「ある」場合、病気休暇をはじめ、特別休暇は在職時と同じですか？
ａ　在職時と同じ　　　ｂ　在職時と異なる　　　ｃ　その他（　　　　　　　）

問69 問68で「在職時と異なる」場合、具体的な違いを記入してください。
	


ご協力ありがとうございました。

＜参考資料＞

消防消　第２０６号

平成15年11月11日

　都道府県消防主管部長　殿 

消防庁消防課長

消防職員の勤務時間等の適正な管理と運用について（通知）

　消防職員の勤務時間その他の勤務条件は、労働基準法の規定を遵守すべきものであり、その具体的内容は、地方公務員法の規定に基づき、条例に規定するほか、細部にわたる部分は、規則、規程、要綱等に定めることが必要とされています。

　消防職員の大半は、24時間を１単位とする交替制勤務に服していますが、この勤務形態においては、仮眠に当てられるべき時間を含めた休憩時間が長時間設定されているだけでなく、労働基準法上の休憩時間の自由利用原則の適用が除外されること、指定された休憩時間中にあっても業務命令を発して勤務時間に繰り込むことが認められていることなど、一般行政職員とは異なる取扱いが認められています。このように、消防職員の勤務態様は特殊性を有するものですが、消防職員の勤務に対しても労働基準法が適用される以上、勤務時間の適正な管理や指定された休憩時間中に発生した勤務の取扱いについては、業務の的確な遂行を期し、適切な労務管理を図る観点からも、遺漏のない対応が必要であります。

　このため、今般、これらの運用に際して特に留意が必要な事項を、下記のとおりまとめましたので、適正な取扱いに配慮されるとともに、貴管内市町村（消防の事務を処理する一部事務組合及び広域連合を含む。）に対してこの旨を通知の上、周知徹底されるようお願いいたします。

記

１　勤務時間の管理及び運用

　消防職員の勤務時間の設定は、ほぼ全面的に労働基準法令の適用を受けるものである。労働基準法では、労働時間規制のあり方として、１週単位の規制を基本として週40時間労働制の原則を定めているが、各市町村においては、この原則に基づき、条例に１週間当たりの勤務時間数を規定する必要がある。

　また、勤務時間の管理とその運用の細部については、条例、規則、規程、要綱等（以下、「条例、規則等」という。）に具体的に規定し、管理者による裁量的な運用が行われないようにしなければならない。

(1) 変形労働時間制の採用

　交替制勤務に従事する消防職員の勤務時間については、一般的に１ヶ月単位の変形労働時間制（労働基準法第32条の２）を採用することになること。（地方公務員法第５８条第３項参照）

　１ヶ月単位の変形労働時間制は、1)条例、規則その他これに準ずるものにおいて、2)１ヶ月以内の期間を変形期間とし、3)変形期間を平均し、１週間当たりの勤務時間が法定労働時間（40時間）を超えない範囲内において、4)変形期間における各日及び各週の所定勤務時間を特定すること、を要件とすること。

(2) 勤務時間の割り振り

　(1)によるほか、条例、規則等において、始業及び終業の時刻を定め、一回の勤務の中で与える休憩時間について、その時間帯を明記するなど、勤務時間と休憩時間を明確に区分しなければならないこと。

　また、交替制勤務の職場では、深夜（22時から翌朝５時までをいう。以下同じ。）及びその前後をいったん休憩時間として割り当てた上で、職員各人に対して、その時間帯の一部をあらためて正規の勤務時間として指定することがあるが、その場合、始業時までに、職員各人の勤務時間が特定され、周知が図られている必要があること。

(3) 休憩時間の繰り上げ、繰り下げ等

　あらかじめ定められた休憩時間帯について、勤務の途中で繰り上げ、繰り下げ等の変更を行う場合には、条例、規則等に、そのような取扱いがあり得る旨を定めておく必要があること。

　なお、休憩時間の繰り上げ、繰り下げ等は、一回の勤務における所定の勤務時間数を変動させることなく、当該勤務日（１当直中）の範囲内においてのみ行えるものであり、次回の勤務日に確保できなかった時間分の休憩時間を繰り越すことは認められないこと。

２　当直中における時間外勤務の取扱い

　指定された休憩時間中に火災出動や救急出場が行われた場合、当然、勤務時間として取扱われるものであるが、以下に留意する必要がある。

(1) 時間外勤務手当の支給

　指定された休憩時間中に生じた勤務時間は、正規の勤務時間として整理されない限り、時間外勤務（いわゆる超過勤務）として取り扱われるため、割増された時間外勤務手当を支給する必要があること。

　労働基準法では、時間外労働に係る割増賃金率は25％以上とされているが（労働基準法第３７条第１項、労働基準法第37条第１項の時間外及び休日の割増賃金に係る率の最低限度を定める政令）、各地方公共団体においては、国に準じ、25％割増された時間外勤務手当を条例に規定し、支給することが通例であること。

　また、深夜に生じた時間外勤務については、その割増賃金率は50％以上でなければならないこと（労働基準法施行規則第20条第１項）。さらに、休日に勤務した場合、割増賃金率は35％以上、休日労働が深夜に及んだ場合、割増賃金率は60％以上でなければならないこと（労働基準法第３７条第１項、労働基準法第37条第１項の時間外及び休日の割増賃金に係る率の最低限度を定める政令、同法施行規則第20条第２項）。

　なお、消防業務の特殊性や危険性等を勘案し、特殊勤務手当として、実際の時間外勤務の時間数にかかわらず、定額の手当を支給していることがあるが、この手当は、時間外勤務手当と趣旨を異にするものであり、支給を要する時間外勤務手当の代替とはなり得ないものであること。

(2) 休憩時間の繰り上げ、繰り下げ等による対応

　深夜の火災出動等により、勤務を余儀なくされ取得できなかった休憩時間の全部あるいは一部について、その後の正規の勤務時間を調整（勤務再開時間の繰り下げ等）することにより、当初の指定時間とは別の時間帯に振り替える運用を行うことがあり得ること。

　こうした運用を行う場合は、１(3)に記したように、あらかじめ条例、規則等において事前に規定する必要があること。また、一回の勤務における所定の勤務時間数を変動させることはできないため、実際に休憩時間として取得できなかった時間分は、時間外勤務として整理する必要があり、割増された時間外勤務手当の支給対象となること。

　なお、深夜の火災出動等により取得できなかった休憩時間を、午前５時以降に振り替えた場合、当該時間分については、時間外勤務とならないが、深夜の勤務による割増賃金率25％の支給は必要であること（労働基準法第37条第３項）。

３　仮眠に当てられるべき時間の法的な整理

　平成14年２月28日に最高裁判所より、労働基準法の適用を受ける労働者（ビル管理会社の従業員）に関して、いわゆる泊まり勤務の間に設定されている仮眠時間が、労働基準法上の労働時間に当たる旨の判決が出されたが、消防職員の交替制勤務時における仮眠に当てられるべき時間については、この判決の事案とは異なっており、以下の考え方により、これまで同様、労働基準法第３４条の休憩時間に当たるものである。

(1) この判決によれば、仮眠時間が労働時間に当たるか否かの判断は個々の事案ごとになされるものとされていること。 

(2) 上告人（ビル管理会社の従業員）は、仮眠時間中も被上告人（ビル管理会社）の指揮命令下に置かれており、仮眠時間中であっても、1)仮眠室における待機、2)警報や電話等に対して直ちに相当の対応をすること、を義務付けられているため、労働からの解放が保障されているとはいえず、役務の提供が義務付けられていると評価されたこと。 

(3) 仮眠中（あらかじめ指定された休憩時間中）における消防職員の火災出動等については、正規の勤務時間を割り振られている指令係員等が、火災報知専用電話（119番）による通報を受信し、当該係員等を通じて業務命令を受けることにより勤務（火災出動等）が開始されるものであること。

　この指令係員等からの業務命令は、「公務のために臨時の必要がある場合」（労働基準法第３３条第３項）に発せられるものに該当することから、民間事業所における場合とは取扱いを異にするものであること。 

(4) このため、本来、仮眠に当てられるべき時間中に何らかの役務の提供が義務付けられているわけではなく、上記判決の事案において、上告人らが、仮眠時間中に警報や電話等に対して直ちに相当の対応をすることを義務付けられていた状態とは明らかに異なること。

　なお、仮眠室における待機については、消防職員に対しては「休憩時間の自由利用」が適用除外されているため、許容されるものであるが（労働基準法第34条第３項、同法施行規則第33条第１項）、休憩時間として本来の目的である心身の疲労回復に資するため、行動規制は必要最小限にすべきであるとともに、勤務態様の特殊性にかんがみ、仮眠室をはじめとして環境の整備に努めることが望ましい。

４　救急隊員に関する適切な労務管理

　近年、救急出場件数が増加の一途をたどっている状況から勘案すると、出場区域に人口密集地域や繁華街等を有する救急隊では、深夜に救急出場が多発し、これが恒常化していることが危惧される。救急出場に伴う時間外勤務については、２に記したとおり、時間外勤務手当の支給等により適正に処理されなければならないが、心身の疲労回復に資するべき休憩時間（仮眠時間）が恒常的に確保できない状況は、労務管理面からは好ましいことではない。

　このため、このような救急隊が存する消防本部にあっては、出場件数、走行距離、時間外勤務時間等、客観的に把握、管理できる指標が一定の基準を上回った時点で救急隊員の交替、休養の付与を行うなど、特定の消防職員に対する業務量の偏重を防止するための取組、工夫が必要である。
８．労働者自主福祉活動の推進について
　組合員の賃金労働条件をめぐる状況は、2010人事院勧告による給料表のマイナス改定や一時金の引下げ、独自削減により厳しさを増し、年収・可処分所得（自由に使えるお金）の減少が続いています。

　そうした状況の中で、家計における可処分所得の増に向けた生活改善の取り組み・保障の見直しなどの自主福祉活動の果たす役割は、組合が担う世話役活動の強化という側面から組合への求心力を高めるためにも、今まで以上に高まってきています。

　また、 退職者の不補充などで組合員が大幅減少していることから、自治労運動の一翼を担う共済事業の安定した財政基盤の強化をはかるとともに、加入推進計画に基づく具体的な取組を進め、組織強化と組合員の結集につなげていくこととします。

　さらに、産別共済である自治労共済を中心とした、労働金庫・全労済・住宅生協・医療生協との一層の連携を図ります。

　

１．自治労共済の取り組み

(1) 団体生命共済については、昨年に引き続き、２月～３月に全地本で最低３ヶ所全道40単組以上の学習会を開催します。

　加入目標については、団体生命共済については、道本部組合員の50％加入を当面の目標に、「対組合員加入率30％未満の単組については最低1名」「対組合員加入率30％～50％未満の単組では加入率５％アップ」を目標に取り組みます。団体生命共済50％以上の単組では、団体生命加入者の長期共済付帯率50％を目標に取り組みます。

　学習会は、制度説明の他、生活改善・保障の見直しも含めた学習会とし、子育て時期に当たり生計費が増嵩する職員などをターゲットに保険の見直しと団体生命のメイン化をはかります。

(2) 若年層対策として、青年部と連携し、各種共済種目の加入拡大を積極的に進めます。

(3) 退職者対策として、退職後の自動車・火災・自然災害共済の継続加入に向けた取り組みを強化します。

２．全労済との連携

(1) こくみん共済は、自治労団体生命共済の子ども年齢満了者及び生計関係により解約する者の加入を進めます。

(2) 自賠責共済は、自治労共済加入自動車の車検満了者に対して新規加入を推進するとともに、自賠責満了者の100％継続加入を進めます。

３．ろうきんとの連携

(1) 2011年３月の退職者を対象に、「退職金を労金へ」とする取り組みを進めます。
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